
シンガポールチャンギ国際空港第 4 ターミナル新築⼯事プロジェクトチーム 
【㈱⽵中⼯務店】

代表者：中尾
な か お

 誠
せい

⼀郎
いちろう

（㈱⽵中⼯務店 国際⽀店 技術顧問） 
メンバー：50 名（㈱⽵中⼯務店 50 名）

本件は、アジア圏有数のハブ空港であるシンガポールチャンギ国際空港における第 4 ターミ
ナル新築⼯事プロジェクトである。当ターミナルは年間 1,600 万⼈の旅客に対応し、空港セ
キュリティシステムとして最新鋭の顔認証システムを備え、チケット発券・荷物預け⼊れ・
出⼊国審査・搭乗⼿続きまでが連動し⾃動化されている。 

建設にあたっては、発注者である Changi Airport Group (CAG)、コンサルタント、協⼒会
社、空港特殊設備等の客先直営業者などの多国籍に渡るステークホルダーと⼀体となり、⽣
産性の向上に取り組んだ。特に設計部⾨、エンジニアリング部⾨では経験豊かなスタッフを
効率的に投⼊し、設計段階から BIM の活⽤により空港特殊設備を含めた⼲渉チェックをモデ
ル上で実施して現場での⼿戻り作業を⼤幅に減らすなど、総合建設会社としての総合⼒を最
⼤限に発揮し、37 ヵ⽉という短⼯期でのプロジェクト完成を実現した。 

最盛期には当社・協⼒会社合わせて 1,000 ⼈超のシンガポール⼈と永住権保持者を中⼼とし
たスタッフ及び 4,000 ⼈超の作業員が⼯事に従事し、延べ総労働時間 2,900 万時間超を重⼤
災害無しで達成した。また、発注先の 95%以上、発注額の 90%以上をシンガポール国内企
業に対して実施し、シンガポール経済の発展と労働者の雇⽤創出に貢献した。

第 4 ターミナルは 2017 年 10 ⽉ 31 ⽇に開港し⼀般旅客への供⽤を開始、キャセイパシフィ
ック航空、エアアジアをはじめ 10 以上の航空会社が使⽤している。CAG の発表によると 2017
年の供⽤開始後約 2 か⽉で 130 万⼈、2018 年には 830 万⼈の旅客が同ターミナルを利⽤
し、2018 年のチャンギ国際空港の年間旅客数は過去最⾼の 6,563 万⼈に達した。 

本プロジェクトの成功により、⽇系企業を代表して空港建設におけるエンジニアリング・プ
ロジェクトマネジメント⼒を同国と CAG に⽰すことができ、2020 年以降に発注が⾒込まれ
る第 5 ターミナルの建屋建設⼯事の受注に向けて、⼤きなプレゼンスを⽰すことができた。 

上記の優れた功績と今後の展開により、本件は国際貢献分野での表彰に値する。 
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ヤンゴン廃棄物発電設備プロジェクトチーム 
【JFE エンジニアリング㈱、JFE 環境サービス㈱、JFE Techno Manila, Inc. 

JFE Engineering India Pvt. Ltd.】 
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（JFE エンジニアリング㈱ 環境本部 エンジニアリングセンター 
グローバル推進部 課⻑） 

メンバー：104 名（JFE エンジニアリング㈱6２名、JFE 環境サービス㈱8 名、 
JFE Techno Manila, Inc.9 名、JFE Engineering India Pvt. Ltd.25 名） 

ヤンゴン市は、約 550 万⼈の⼈⼝を抱えるミャンマー連邦共和国最⼤の都市である。2011
年 3 ⽉の⺠政移管を契機に経済活動が活発化し、廃棄物量は⽇本の⾼度経済成⻑期と同様、
増加の⼀途を辿っている。廃棄物の⼤半は野積みされており、環境衛⽣の悪化や処分場の逼
迫が深刻化している。さらに、同国は慢性的な電⼒不⾜に苦慮していることから、廃棄物発
電が電源の⼀つとして期待されている。 

同国の経済的背景から、環境省 JCM 設備補助事業を活⽤した提案を当社から同市政府に実施、
この提案が同国中央政府に受け⼊れられ、当社フルターンキーによるプラント建設が実現し
た。同国初の廃棄物発電プラントとして 2017 年 6 ⽉から運転を開始し、年間約 2.5 万トン
の廃棄物を適正処理すると同時に、年間 5,200MWh の電⼒および 4,700 トンの CO2 削減ク
レジットの確保が可能となった。さらには、次期⼤規模処理施設の要員育成や市⺠への教育
などに同施設が積極的に活⽤されており、同国における廃棄物管理⾏政の発展に⼤きく貢献
している。 

メディアでも多数報道され、廃棄物発電は信頼性が⾼く、クリーンで低コストを実現できる
廃棄物処理技術として認知され始めており、ヤンゴン市においては⼤規模処理施設導⼊の機
運が⾼まっている。ヤンゴン市以外の地域においても、同市に追従する形での計画案が浮上
してきており、各⾏政の⾸⻑や幹部による同施設の視察が相次いで実施されている。 

また、東南アジア周辺国においても、⼀般的にはインフラ整備の最終段階で導⼊される廃棄
物発電施設が⽣活インフラと同時期に導⼊された事により注⽬を集め、各国の廃棄物発電設
備の導⼊に向けた具体的な計画が⽴案され始めている。 

上記の優れた功績と今後の展開により、本件は国際貢献分野での表彰に値する。 
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